日本国東京学芸大学と○○国○○大学との学生交流に関する覚書（参考訳）
前文

日本国東京学芸大学と○○国○○大学との大学間交流協定に基づき、学生の交流を実施するため、両機関はここに以下のとおり合意する。
交換留学の期間及び交換留学生数

第１条　交流する学生の受入機関における在学期間は、３ヶ月以上１年以内とする。交流する学生数は、年間２名以内とする。不均衡の生じた場合、交流する人数の適切な調整によって対応するものとする。
選考及び登録

第２条　派遣機関は、交換留学生の候補者を選考し、もれなく記入した申請書類を期日までに受入機関に提出するものとし、受入機関は、その受入れを最終的に決定するものとする。
第３条　交流する学生は、講義を理解し、すべての研究を実施し、自らの交換留学課程を修了できるようにするため、受入機関の要求する言語について十分な能力を有していることが望ましい。係る能力は、受入機関が決定し、派遣機関に通知する。

第４条　交流する学生は、受入機関での学位取得を目的としない。
第５条　本覚書は、奨学金の給付を条件とはしない。ただし、両機関は、交流する学生を経済的に援助する奨学金等についての情報を提供する。

第６条　交流する学生は、交流の全期間について、適切な旅行保険及び医療保険並びに査証を有していなければならない。交流する学生は、受入機関の要求に応じて保険証書の写しを受入機関に提出するものとする。
第７条　交流する学生の成績は、各学期末に、派遣機関に直接送付される。受入機関で取得した単位の認定は、派遣機関が各々の規程に基づき行う。
手数料及び費用

第８条　交流する学生の検定料、入学料及び授業料は、相互に不徴収とする。ただし、すべての旅行にかかる費用、旅行保険料及び医療保険料、住居費及び生活費、査証の申請及び取得にかかる費用、教材費並びにその他交流期間中生じる一切の経費は、交流する学生が負担するものとする。
第９条　受入機関は、交流する学生が適切な宿舎を確保できるよう可能な限り支援する。
一般条項

第１０条　交流する学生は、派遣機関及び受入機関の規則・規程、並びに母国及び受入国の法律を遵守しなければならない。
修正，更新及び終了

第１１条　本覚書は、署名日より５年間効力を有するものとする。
第１２条　本覚書は、下記の条件をともに満たした場合にのみ、さらに５年ずつ有効に存続するものとする。その際、必要に応じて改定することができる。
　（１）遅くとも本覚書の満了の６ヶ月前までにいずれか一方の機関が他方の機関に更新の意思のある旨通知すること
　（２）本覚書の満了までに正式の権限を付与された両機関の代表者が署名した文書で相互に合意すること
第１３条　いずれの機関も、一方的に本協定を終了したい場合は、６ヶ月前までに書面により他方の機関に本協定を終了する旨通知を行うものとする。
第１４条　上記第１２条及び第１３条の条件を満たさない場合、本覚書は期間の満了により自動的に失効するものとする。
言語

第１５条　本覚書は、英語文で２部作成され、ともに等しく正文とし、各機関が１部ずつ保管するものとする。
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